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１

令和６年第３回太良町議会（定例会第２回）

会期（案）

会 期 ８日間（６月７日～６月１４日）

日 次 月 日 曜 種 別 開会時刻 摘 要

第 １ 日 ６. ７ 金 本 会 議 ９時３０分

開会・会議録署名議員の指名

会期の決定・諸般の報告

議案一括上程

町長の提案理由の説明

委員長報告

第 ２ 日 ６. ８ 土 休 会 －

第 ３ 日 ６. ９ 日 休 会 －

第 ４ 日 ６.１０ 月 （ 議 案 調 査 ）

第 ５ 日 ６.１１ 火 本 会 議 ９時３０分 一 般 質 問

第 ６ 日 ６.１２ 水 本 会 議 ９時３０分 一 般 質 問

第 ７ 日 ６.１３ 木 （ 議 案 調 査 ）

第 ８ 日 ６.１４ 金 本 会 議 ９時３０分 議案審議・討論・採決・閉会



２

令和６年第３回太良町議会（定例会第２回）

議事日程第１号

第１日目 ６月７日（金） 午前９時３０分開議

日 程 件 名

日程第 １ 会議録署名議員の指名について

日程第 ２ 会期の決定について

日程第 ３ 諸般の報告について

日程第 ４ 議案一括上程

町長提案 報告第 １号

議案第３０号 ～ 議案第４１号

町長の提案理由の説明

日程第 ５ 委員長報告

総務常任委員会（所管事務調査）

経済建設常任委員会（所管事務調査）



２ – ２ 

令和６年第３回太良町議会（定例会第２回）

議事日程第２号

第２日目 ６月１１日（火） 午前９時３０分開議

日 程 件 名

日程第 １ 一 般 質 問 （ ４ 名 ）



２ – ３ 

令和６年第３回太良町議会（定例会第２回）

議事日程第３号

第３日目 ６月１２日（水） 午前９時３０分開議

日 程 件 名

日程第 １ 一 般 質 問 （ ２ 名 ）



２ – ４

令和６年第３回太良町議会（定例会第２回）

議事日程第４号

第４日目 ６月１４日（金） 午前９時３０分開議

日 程 件 名

日程第 １ 報告第 １号 令和５年度太良町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について

日程第 ２
議案第３０号 太良町行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の制定

について

日程第 ３ 議案第３１号 太良町行政手続条例の一部を改正する条例の制定について

日程第 ４
議案第３２号 太良町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について

日程第 ５
議案第３３号 太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

日程第 ６
議案第３４号 太良町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

日程第 ７ 議案第３５号 佐賀県後期高齢者医療広域連合規約の変更について

日程第 ８ 議案第３６号 令和５年度 道路メンテナンス事業 豊足橋架替工事の請負変更契約

の締結について

日程第 ９ 議案第３７号 令和６年度太良町一般会計補正予算（第３号）について

日程第１０ 議案第３８号 令和６年度太良町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

日程第１１ 議案第３９号 令和６年度太良町漁業集落排水事業会計補正予算（第１号）について

日程第１２ 議案第４０号 令和６年度太良町簡易水道事業会計補正予算（第１号）について

日程第１３ 議案第４１号 令和６年度太良町水道事業会計補正予算（第１号）について

日程第１４ 閉会中の付託事件について



２ – ５ 

追 加 日 程

日 程 件 名

追加日程第１ 選 挙 第１号 太良町選挙管理委員及び補充員の選挙について

追加日程第２ 意見書第１号 政治への信頼を取り戻すことを求める意見書（案）の提出について
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提 出 議 案 目 録

報告第 １号 令和５年度太良町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について

議案第３０号 太良町行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の制定に

ついて

議案第３１号 太良町行政手続条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３２号 太良町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第３３号 太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

議案第３４号 太良町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第３５号 佐賀県後期高齢者医療広域連合規約の変更について

議案第３６号 令和５年度 道路メンテナンス事業 豊足橋架替工事の請負変更契約の

締結について

議案第３７号 令和６年度太良町一般会計補正予算（第３号）について

議案第３８号 令和６年度太良町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

議案第３９号 令和６年度太良町漁業集落排水事業会計補正予算（第１号）について

議案第４０号 令和６年度太良町簡易水道事業会計補正予算（第１号）について

議案第４１号 令和６年度太良町水道事業会計補正予算（第１号）について

上記のとおり

令和６年６月７日

太良町長 永 淵 孝 幸



３－２

追 加 提 出 議 案 目 録

選 挙 第1号 太良町選挙管理委員及び補充員の選挙について

意見書第１号 政治への信頼を取り戻すことを求める意見書（案）の提出について

上記のとおり

令和６年６月１４日

太良町議会議長 江 口 孝 二



４

議 員 派 遣 の 報 告

令和６年６月７日

本議会は、地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第１２３条の規定により、次のとおり議

員を派遣したので報告する。

１ 令和６年度市町村議会議員研修「新人議員のための地方自治の基本」

（１） 目 的 地方議会議員が理解しておくべき地方自治に関する諸制度や基本的事項を

講義や演習を通じて学ぶ。

（２） 派遣場所 滋賀県大津市「全国市町村国際文化研修所」

（３） 期 間 令和６年５月８日～１０日

（４） 派遣議員 大鋸議員、森田議員



5

報告第１号

令和５年度太良町一般会計繰越明許費

繰越計算書の報告について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定によ

り、別紙のとおり報告する。

令和６年６月７日提出

太良町長 永 淵 孝 幸



別紙

国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

2 総務費 3 戸籍住民基本
台帳費

戸籍総合システム改修委託料 8,253,000 8,041,000 8,041,000

2 総務費 3
戸籍住民基本
台帳費

戸籍附票システム改修委託料 6,358,000 6,358,000 6,358,000

2 総務費 3
戸籍住民基本
台帳費

住民基本台帳システム改修委託料 6,686,000 6,686,000 6,685,000 1,000

3 民生費 1 社会福祉費
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援
事業（低所得世帯支援枠・２次分）

75,258,000 5,123,000 5,123,000

3 民生費 1 社会福祉費
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援
事業（低所得世帯支援枠・３次分）

31,408,000 10,013,000 10,000,000 13,000

3 民生費 2 児童福祉費
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援
事業（こども加算分）

12,120,000 3,154,000 3,150,000 4,000

4 衛生費 1 保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種事業 118,385,000 612,000 604,000 8,000

6 農林水産業費 1 農業費 防災重点農業用ため池調査計画業務委託料 43,000,000 43,000,000 40,000,000 3,000,000

6 農林水産業費 1 農業費 広域農道舗装補修事業 85,000,000 34,000,000 16,453,000 16,400,000 1,147,000

6 農林水産業費 1 農業費
地域農業水利施設ストックマネジメント
事業費補助金

680,000 288,000 288,000

7 商工費 1 商工費
物価高騰対応重点支援事業（地域共通商品
券給付事業）

43,381,000 41,132,000 34,743,000 6,389,000

8 土木費 2 道路橋梁費 橋梁調査設計委託料 20,233,000 2,300,000 1,378,000 922,000

8 土木費 2 道路橋梁費 橋梁維持補修事業 70,000,000 47,120,000 11,960,000 35,160,000

520,762,000 207,827,000 144,495,000 16,400,000 46,932,000合 計

令和５年度 太良町一般会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事 業 名 金 額
翌年度
繰越額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特定財源

未 収 入 特 定 財 源
一般財源

6
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議案第３０号

太良町行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例

の制定について

太良町行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例を別紙のとお

り制定したいので、議会の議決を求める。

令和６年６月７日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

行政運営の簡素化や効率化を図り、もって町民生活の向上に寄与するため、

条例や規則において書面等により行うこととされている手続等のオンライン化

に必要な事項を定めるため、この案を提出する。
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別紙

太良町行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（案）

(目的)

第 1 条 この条例は、町の機関等に係る申請、届出その他の手続等に関し、電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行うことができるようにするための共通する事

項を定めることにより、町民の利便性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化及び効率化に資する

ことを目的とする。

(定義)

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 条例等 町の条例、規則その他の規程(地方自治法(昭和 22年法律第 67 号)第 138 条の 4第 2項

に規定する規則その他の規程、地方公営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 10 条に規定する企業

管理規程及び議会の規程を含む。以下同じ。)並びに地方自治法第 252 条の 17 の 2 第 1 項及び地

方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和 31 年法律第 162 号)第 55 条第 1 項の規定により本

町が処理することとされた事務について規定する佐賀県の条例及び規則をいう。

(2) 町の機関等 地方自治法第 2 編第 7 章の規定に基づき設置される町の執行機関、町の議会、地

方公営企業法第 7 条の規定により置かれる公営企業の管理者若しくはこれらに置かれる機関又は

これらの機関の職員であって法令若しくは条例等の規定により独立に権限を行使することを認め

られたものをいう。

(3) 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形その他の人の知覚

によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。

(4) 署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等に記載することをいう。

(5) 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

(6) 申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき町の機関等に対して行われる通知をいう。

(7) 処分通知等 処分(行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。)の通知その他の条

例等の規定に基づき町の機関等が行う通知(不特定の者に対して行うものを除く。)をいう。

(8) 縦覧等 条例等の規定に基づき町の機関等が書面等又は電磁的記録に記録されている事項を縦

覧又は閲覧に供することをいう。

(9) 作成等 条例等の規定に基づき町の機関等が書面等又は電磁的記録を作成し、又は保存するこ

とをいう。

(10) 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。

(11) 電子情報処理組織 町の機関等の使用に係る電子計算機(入出力装置を含む。以下同じ。)とそ

の手続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

(電子情報処理組織による申請等)

第3条 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等により行うことその他のそ

の方法が規定されているもので別に定めるものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規則で
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定めるところにより、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる。

2 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、当該申請等に関する他

の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみなして、当該条例等その他の当該申請等に関

する条例等の規定を適用する。

3 第 1 項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等は、当該申請等を受ける町の機関

等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該町の機関等に到達したも

のとみなす。

4 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において署名等をすることが規定されているも

のを第 1 項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等については、当該条

例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用した個人番号カード(行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成 25 年法律第 27 号)第 2条第 7 項に規定する個人

番号カードをいう。第 8条において同じ。)の利用その他の氏名又は名称を明らかにする措置であって

規則で定めるものをもって代えることができる。

5 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において手数料の納付の方法が規定されている

ものを第 1項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該手数料の納付については、

当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって規則で定めるものをもってすることができる。

6 申請等を行う者について対面により本人確認を行うべき事情がある場合、申請等に係る書面等のう

ちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当該申請等のうちに第 1 項の電子情報処

理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規

則で定める場合には、当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この

場合において、第 2 項中「行われた申請等」とあるのは、「行われた申請等(第 6 項の規定により前項

の規定を適用する部分に限る。以下この項から第 5 項までにおいて同じ。)」とする。

(電子情報処理組織による処分通知等)

第4条 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において書面等により行うことそ

の他の方法が規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところ

により、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる。ただし、当該処分通知等を受け

る者が当該電子情報処理組織を使用する方法により受ける旨の規則で定める方式による表示をする場

合に限る。

2 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等については、当該処分通知等に

関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみなして、当該条例等その他の当該処

分通知等に関する条例等の規定を適用する。

3 第 1 項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等は、当該処分通知等を受ける

者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該処分通知等を受ける者に

到達したものとみなす。

4 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において署名等をすることが規定され

ているものを第 1 項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等については、

当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって規則で定めるものをもっ
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て代えることができる。

5 処分通知等を受ける者について対面により本人確認を行うべき事情がある場合、処分通知等に係る

書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがある場合その他の当該処分通知等のうちに第 1

項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分があ

る場合として規則で定める場合には、当該処分通知等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規

定を適用する。この場合において、第 2項中「行われた処分通知等」とあるのは、「行われた処分通知

等(第5項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。以下この項から第4項までにおいて同じ。)」

とする。

(電磁的記録による縦覧等)

第5条 縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定において書面等により行うことが規定され

ているもの(申請等に基づくものを除く。)については、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定め

るところにより、当該書面等に係る電磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類に

より行うことができる。

2 前項の電磁的記録に記録されている事項又は書類により行われた縦覧等については、当該縦覧等に

関する他の条例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例等その他の当該縦覧

等に関する条例等の規定を適用する。

(電磁的記録による作成等)

第6条 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において書面等により行うことが規定され

ているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、当該書面等に

係る電磁的記録により行うことができる。

2 前項の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する他の条例等の規定により

書面等により行われたものとみなして、当該条例等その他の当該作成等に関する条例等の規定を適用

する。

3 作成等のうち、当該作成等に関する他の条例等の規定において署名等をすることが規定されている

ものを第 1 項の電磁的記録により行う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわ

らず、氏名又は名称を明らかにする措置であって規則で定めるものをもって代えることができる。

(適用除外)

第 7 条 次に掲げる手続等については、第 3条から前条までの規定は、適用しない。

(1) 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認する必要があること、

許可証その他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付ける必要があることその他の事由によ

り当該手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行

うことが適当でないものとして規則で定めるもの

(2) 手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが規定されているもの(第 3 条第 1 項、第 4

条第 1項、第 5条第 1 項又は前条第 1 項の規定に基づき行うことが規定されているものを除く。)

(添付書面等の省略)

第8条 申請等を行う者に係る住民票の写しその他の規則で定める書面等であって当該申請等に関する

他の条例等の規定において当該申請等に際し添付することが規定されているものについては、当該条
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例等の規定にかかわらず、町の機関等が、当該申請等を行う者による電子情報処理組織を使用した個

人番号カードの利用その他の措置であって当該書面等の区分に応じ規則で定めるもので、直接に、又

は電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照す

ることができる場合には、添付することを要しない。

(情報通信技術を活用した行政手続の公表)

第 9 条 町長は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる申請等及び処分通知等その

他この条例の規定による情報通信の技術を活用した行政手続について、インターネットの利用その他

の方法により公表するものとする。

(委任)

第 10 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。



１２

議案第３１号

太良町行政手続条例の一部を改正する条例の制定について

太良町行政手続条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、

議会の議決を求める。

令和６年６月７日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

太良町行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の制定に伴い、

条文の整備を行う必要が生じたため、この案を提出する。



１３

別紙

太良町行政手続条例の一部を改正する条例（案）

太良町行政手続条例（平成８年太良町条例第１９号）の一部を次のように改正する。

第 8 条ただし書中「添付書類」の次に「その他の申請の内容」を加え、同条に次の 1

項を加える。

2 前項本文に規定する処分を書面でするときは、同項の理由は、書面により示さなけれ

ばならない。

第 33 条第 4 項第 2 号中「含む。)」の次に「又は電磁的記録(電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。)」を加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。
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議案第３２号

太良町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について

太良町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定したいので、議会の議決を求める。

令和６年６月７日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

職員が養育する子の看護に係る休暇について、子の対象を小学校就学前まで

を中学校就学前までに改正したいので、この案を提出する。
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別紙

太良町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（案）

太良町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年太良町条例第５号）

の一部を次のように改正する。

第２４条第５号中「小学校」を「中学校」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。
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議案第３３号

太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例を別紙のとおり制定したいので、議会の議決を求める。

令和６年６月７日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）に基づき、会計

年度任用職員に対して勤勉手当を支給したいので、この案を提出する。
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別紙

太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例（案）

太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年太良町

条例第１５号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項中「期末手当」の次に「及び勤勉手当」を加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。
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議案第３４号

太良町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

太良町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定したいので、議会の議決を求める。

令和６年６月７日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

太良町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の

一部を改正する条例(案)

太良町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例（令和３年太良町条

例第１６号）の一部を次のように改正する。

第２条中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。

（提案理由）

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法によって定める総務省令

の改正に伴い、条例の一部を改正する必要が生じたため、この案を提出する。
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議案第３５号

佐賀県後期高齢者医療広域連合規約の変更について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、佐賀

県後期高齢者医療広域連合規約を次のとおり変更することについて協議したいので、

同法第２９１条の１１の規定により、議会の議決を求める。

令和６年６月７日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

佐賀県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約（案）

佐賀県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年佐賀県指令１８市町村第０１００

１２号）の一部を次のように変更する。

別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。

附 則

この規約は、令和６年１２月２日から施行する。

（提案理由）

高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い、佐賀県後期高齢者医療広域連

合規約を変更する必要が生じたため、この案を提出する。
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議案第３６号

令和５年度 道路メンテナンス事業 豊足橋架替工事の

請負変更契約の締結について

令和５年度 道路メンテナンス事業 豊足橋架替工事の請負変更契約を下記

により締結したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例（昭和３９年太良町条例第１５号）第２条の規定により、議会の議決

を求める。

令和６年６月７日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

記

１ 工 事 名 令和５年度 道路メンテナンス事業 豊足橋架替工事

２ 契 約 額 変更前 金５７,２００,０００円

変更後 金５９,２４２,７００円

変更による増額 金 ２,０４２,７００円

３ 契約の方 法 指名競争入札

４ 契約の相手方 住所 太良町大字大浦丙９２５番地７

氏名 株式会社川武潜水興業

代表取締役 川下淑子

５ 契約の期間 令和５年８月１５日から令和６年７月３１日まで

（提案理由）

令和５年度 道路メンテナンス事業 豊足橋架替工事について、請負変更契

約を締結するにあたり、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例の規定により、この案を提出する。
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選挙第１号

太良町選挙管理委員及び補充員の選挙について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８２条第１項及び第２項の規定に基づ

き、太良町選挙管理委員及び補充員を選挙する。

令和６年６月１４日提出

太良町議会議長 江 口 孝 二

１．選挙管理委員 ４人

氏 名 井 手 カツ子

氏 名 小 川 のち子

氏 名 大 江 辰 則

氏 名 馬 場 順 子

２．補 充 員 ４人

氏 名 中 島 康 子

氏 名 杉 田 進

氏 名 中 川 博 文

氏 名 岡 靖 則



意見書第１号 

 
令和６年６月１４日 

 
太良町議会議長 
 江 口 孝 二  様 

 
 

提出者 太良町議会議員  坂 口 久 信 

賛成者    〃     大 鋸 美 里 
 〃     〃     森 田 政 則 

  〃     〃     峰   正 雄 
〃     〃     山 口 一 生 

  〃     〃     待 永 るい子 
 〃     〃     竹 下 泰 信 
 〃     〃     田 川   浩 
 〃     〃     所 賀    
 〃     〃     川 下 武 則 

 
 

 
 

政治への信頼を取り戻すことを求める意見書（案）の提出について 

 
 
 
太良町議会会議規則第１４条第１項及び第２項の規定により、意見書（案）を 

別紙のように提出する。 
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別紙 

 
政治への信頼を取り戻すことを求める意見書（案） 

 
政治資金パーティーに関する収入の一部が政治資金収支報告書に記載されていな

かったことや、議員側にキックバックし議員側も収支報告書に記載していないこと

が判明した。そのため、政治資金規正法違反として立件された事案や、いわゆる裏

金疑惑が指摘されている事案が連日報道され、国民の間に政治に対する不信感が広

がっている。 

政治資金規正法は、政治活動の公明と公正を確保することにより民主政治の健全

な発達に寄与することを目的としている。しかしながら、この法の趣旨から逸脱し

た政治資金の取扱いが指摘され、政治のあり方さえも問われている今回の事態は、

地方議会としても看過できず、誠に遺憾と言わざるを得ない。 

ついては、今国会において、政治資金規正法の改正が議論されているところであ

るが、改正法の実効性を早急に確保することと裏金問題の再発防止及び政治に対す

る国民の理解と信頼回復に向け真摯に取り組むよう強く求める。 

 
 以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 
 令和６年６月１４日 

 
佐賀県太良町議会 

 
衆 議 院 議 長   額 賀 福志郎 様 

参 議 院 議 長   尾 辻 秀 久 様 

内 閣 総 理 大 臣   岸 田 文 雄 様 

総 務 大 臣   松 本 剛 明 様 

法 務 大 臣   小 泉 龍 司 様 
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